
2C14 地域における 産業の立地要因の 分析 
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1. はじめに 
溝 演者らのグループで は 地域科学技術政策に 関する調査研究を 継統して実 

施してきた - これまでの上腰な 研究成果 は 、 「都道府県及び 政令指定都市にお 
ける科学技術関連施策㈹ 実施状況 ( 1 Ⅱ 、 「サイェンスパ - クなど㈲開発動向 

に関する開発動 由 J ( 2 ) 」、 「地域科学技術指標 ( 3 ) 」、 そして 「産業立地の 空 

間 特性 ( 4 ) 」 として取りまとめられている。 

こう L, だ 地域科学技術政策に 関する調査研究は 、 - 面において 「地域あ る 
ぃは地左 における科学技術振興の 実情を明らかにして 今後の政策展開に 資す 

ることを意図するもの」 としてしばしば 誤 、 解を与えているよさであ る， 地域 
，という視点から W, 了 技術活動を観測することは、 物理的な面としての 広が。 
の中における 科学技術活動を 担 う 主体の関連性などについて 考察することに 

あ る たとえば、 科学技術資源の 空間的な分布は 人Ⅱ分布上りもその 偏向の 

度合いが高くなっており、 地理的な要因を W 味した分析が 必要であ る。 
地域科学技術政策の 大きな目標の - つ には、 地域内に存在する 多様な科学 
技術資源を活用し、 持続的な技術革新を 誘発することで 地域内発型に よ る 経 
済 発展を図ることであ る。 すなわら、 地域科学技術政策はこうしたリージョ 

ナル・ ィ / ベーションのための 政策であ ると位置付けることができる。 
、 近年、 リージョナル・ イ / ベ一 、 ンョシ に限らず、 イノ ベ一 シ コン自体の研 
究においてクラスタ - ( 集積 ) に対する関心が 極めて高くなっている ( 5 ㌦ 

こ - ぅした クラスタ一には、 施業、 研究機関、 教育機関、 支援機関などの 物理 
Ⅳ J 実体 が 牢問的に近接している 状態であ る。 ， 方 、 その空間における 近接性 
が ノウハウなど 物理的実体としてとらえることのできない 事象を蓄積できる 
からであ る。 ， 

講演者らがこれまでにも 報告してぎた 通り   産業の空間移動特性を 解析し   

だところ、 産業には 「集積立地するもの」 と @ 分散立地するもの」 に大きく 

分けるこ - とができることなどがわかってきた ， また、 ニー のような立地特性は 
業種によりて t, 、 あ るいは産業の 成長・衰退過程においても 観測されている ， 

経済活動がバロ 一 バル化した Ⅰ - @ こ 仁 り 、 産業が好ましい 南地の場所を 晦 
外に求めた場合、 分散立地型の 産業㈲ 屯 地動向は、 それを田内的に 見れば @ % 
業の空洞化」 として表れることとなる。 このように、 リージョナ ル な混点か 

らグローバル な 効果を説明できることは 興味深いことであ る。 
権 田らによる理論的な 研究に上れば、 こうした 「産業。 地における集積・ 
分散の ブコセス は知的創造性と 科学技術資源の 空間集積における 密接な関連 

  唯 - があ る」 とさ オ している ( 伶 ), 
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本調査研究は、 こうした先行的な 理論研究において 提示されてきた 仮説の 
検証を意図しつつ、 地域において 産業が立地する 際の要因について 実証的な 
分析を行った。 本稿では、 そうした分析結果の -- 部について報告する。 

調査方法 

研究・技術開発活動と 企業の立地との 関連の把握を 目的に、 郵送 法 による 
調査察調査を 実施しだ。 製造業とソフトウェア 業に分類される 日本国内の企 

業で、 資本金が 1 億円未満の企業 5000 社を無作為に 抽出し、 1230 社 (24% ) 
から回答を得た。 

設問の主なものは 以下に示すとおりであ る。 
① 従業者のうち 研究，技術開発に 携わる者の割合 

② 売上高に占める 研究・技術開発費の 割合 
③ 自社製品・ブランドの 有無 

④ 操業場所 </j 移転の有無と 時期 

⑤ 現在の操業地を 選んだ理由 
⑥ 現在の操業地に 対する満足度 
⑦ 将来操業地を 移転ずるとした 際に重視する 事項 
⑧ 操業する上で 重要な技術情報、 技能、 ノウハウなどの 入手先 

・⑨ 口常 的な交際㈲範囲 
特に、 ⑧と⑨については、 設問の項目ごとに、 地理的な範囲の 重要度を調べ 

るために、 その尺度として、 地域内 ( 隣接する都道府県内 人 地域覚、 海外 
を 設定した。 

調査結果の概要と 考察 
今岡、 回答が得られ だ 企業サンプルの 特徴は図 1 に示す通りであ る。 

「 。 " 一一一一 @  口鉾 "-- "" 紬 一一 ・ 一 衣肚 """-"""-"-"@  "-" 一一一 日金 屈 ・ "- 技牡 一 ---- ロソフトウェア -"- 一一 一一 コ -"""-" " その他 一一一 " 一     

    
一 Ⅰ一 - 一 - 一   5 人来 荻                                                                                                     

  

0  1 ㏄ 200  3 ㏄ 400  5 ㏄ 6 ㏄ 

@  """""""""""""""""""""""-" 企業数             
図工 従業員 規摸別 ・業種別にみた 回答企業の分布 

なお、 金属・機械は 金属製品製造、 一般機械製造、 電気機械製造、 輸送機 
械 製造及び精密機械製造で 構成されるグルーブであ る。 従業員が 20 人未満の 
企業が過半数となっている。 
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-- 方，こオ しらの企業を 操業年代別に 見ると、 図 2 に ボす よ う になっており、 
19 「 0 年以降に創業した、 操業年数が 20 年を過ぎた企業が 過半数を占めてい 

る 。 また、 1991 年以降に操業しだ 企業も 15% ほど含ま ォ しており、 とくに ソ 
フトウェア業にこうした 傾向が強 く 表れている。 

--""-"""" " 一 """ 一 "-"-""""--"-b-@  --" """"" 一 " - 一 
"""""""""""""" "--@  ロ鉾 雄 ・ 衣接 付金 ""-""""--""""""-"" 肝 ・ 一 機抽 " 一 ロソフトウェア """"""""""""""" ロ その他日 。 

l99l 年接辞 

l9 的年以前 

19 ㏄ 年 以前 

t970 年以前 

l9 Ⅰ 00 年 以前 

l 兜 5 年以前 

0  50  1 皿 ] め 2 ㏄ 2 ㏄ 3 ㏄ 3%  4 ㏄ 

全集 敦 

図 ， 2  設立年代別・ 業種別にみた 回答企業の分布 

こうしたサンプルの 特性を勘案すると、 研究・技術開発開発の 程度を単に 
要員の割合であ るとか、 あ るいは研究・ 技術開発費の 割今により区分するこ 
とぱ 困難なものと 考えられる " そこで、 独自ブランドの 有無に着目をした。 

回答企業のうす ，、 独自の製品ブランドを 有すると回答したものは 全体の 44% 
となっている。 地域を大都市圏 ( 関東・東海・ 近畿Ⅰ と地方圏とに 大きく分 
け、 独白製品ブランドの 有無をみると、 これらを有すると 回答した企業は ぞ 

れぞれ 49% 、 48% と大きな差異 は 認められない ( 図 3 八 
この傾向を主な 業種ごとに見ると、 繊維，衣服産業では 独白ブランドを 有 

する企業は大都市圏に 多く 、 特に東海地域でその 構成比が高くなっているこ 
とと、 そして特徴的なこととして、 北陸地域の繊維・ 衣服産業に独自ブラン 
ドを 有する割合が 高くなっていることがわかった。 また、 ソフトウェア 産業 
では独白ブランドを 有する企業の 構成比が地方圏で 高くなって し ・ ) ることがわ か り た   

  

    
Ⅰ 旧 -"-"""--- ブランドあ ""-"""" り 一一 俺 ブランドなし --""" 一 """" 
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図 3  圏域別に見た 独自製品・ブランドの 有無 

一 474 一 



このように、 独白製品・ブランドの 有無に着目することにより、 地域に展 
開する産業の 研究・技術開発活動とその 女 地 特性を示唆するものとして 考 
えることができる。 

次に、 操業と操業場所との 関係性の検討を 日的どしだ設問⑤～⑦の 結果を 
示す， 答 設問について㌍ ～ 25 個の項日を設定し、 5 点 法 にて重要度を 評価 
してもらっだものであ る。 設問数の関係からその 詳細 は省 ぐが、 以下に特 
              し ・た一事項 は 概ね重要度が 3 以ビの b のであ る。 

0  現任の場所で 企業活動をする 際に重視しだ 事項 
交通 ( 人の移動Ⅰ の利便性に優れていたこと 
輸送 ( 物流 ) の利便性に優れていたこと 
取引先、 顧客との距離が 近かったこと 

① 現存の操業地に 対する満足度 
輸送 ( 物流り の利便性に優れて。 ること 

交通 ( 人の移動Ⅰ に優れていること 

取引先、 顧客との距離が 近いこと 

住環境、 生活環境に優れていること 
試作や外注を 依頼できる企業が 近隣にあ ること 

機械・設備や 資材の調達の 面で有利であ ること 

O  将来操業地の 移転を想定した 場合に 屯現 する事項 

交通 ( 人の移動 ) w 利便性 

輸送 ( 物流 ) の利便性 

金融機関からの 支援の得やすさ 
地元自治体 u) 熱意、 優遇策の面 
賃金水準の面 
新卒各等 若 ・ 、 人材の確保の 面 

これ h の結果からわかるとうに、 操業と操業場所との 関係について 設定し 

た仮説からは、 産業集積の利点を 導き出すには 至らなかったものと 考えられ 
る   企業を経 宮 する ぅ えで第 - 義的に % 安であ る、 交通・物流といった 租 ， 会 
的インフジ や 顧客との近接性ということが 確認されものであ り、 企業集積の 
形成に関するマーシャルの 仮説を検証した 結果と解釈すべきであ ろう " 

- 方 ， 企業 括勤 において最も 重要な用件の - っとして位置づけられる 技術 
情報、 技能、 ノウハウの人手万法と 地理的な広がりに 関する回答を 集計した 
どこ - ろ 、 図 4 に示され ぞ ) ような結果を 得た， 図 4 の横軸に示した 項目の各々 

，ついてぞの 遼要 度を 5 点 法 で評価するとともに、 あ わせてそれら 技術情報 

など ク ) 入手先の地理的な 轍要 度ほついて、 地域内、 国内及び国覚の 各々に つ 
いて 3 点 法 で評価したものであ る。 
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重要 皮が 3 ポイント以上山項目 は、 : 販売先   顧客」、 「従業員 ( 新規・ 申 
途採用 ) 」、 「協力・提携相手 ( 同業種 ) 」、 「資材等の調達 元 」 となっている。 

地理的な距離についてみると、 地域内 ( 同 - 県内及び近隣する 県ョ を 最も重 
要であ るとする回答が 多いことが分かる。 これらの結果 は 、 企業活動におけ 
る 技術情報などの 入手先が操業場所の 近隣であ り、 しかも日常の 企業活動を 
通じてそうした 技術情報などを 獲得している 状況を示唆するものと 考えられ 

る 

- """" """" "- " 一 "- "-- 一 "" " " 一 - "" 一一 -- 一 """ 一 " 一 - 
[ 二コ全集 @  "  "@  種 """"  一ケ "  """@  地堆内 " 一 ，その他の固 """"""-""  "-"--""" 内 せ ・海外 一 
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図 4 操業する 上ア 重要な技術情報、 技能、 ノウハ ク などの人手先 

4. 今後の課題 

産業が集積して 立地すると。 ラ 行動様式に対する 仮説は、 集積という場所 

の中に仕置することで「明示化されない 知を共有し、 共創すること」であ る。 
今回の調査結果は、 企業活動における 技術情報、 技能、 あ るいは / クハウの 
獲得方法とその 地理的な範囲に 着白したことで、 この仮説の正当性を 間接的 
に示しているものと 考えられる， 

現在 多 ぐの地域において、 そこに蓄積され・ている 科学技術資源を 活用した 
経済活性化のための 施策が実施されている。 こうしたことからも、 研究・ 技 
術 開発活動と地域の 企業の立地条件について 調査研究を進めることが 必要で 

あ る， 
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